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こども・子育て政策の強化に当たっては、こどもまんなか社会の実現に向け、国と地方が
車の両輪となって連携し、総合的かつ一体的に取り組んでいくことが大切である。
地方自治体のうち、都道府県は広域調整や市町村支援を担い、市町村は地域の実情や多様

なニーズを的確に把握し、こども・子育て施策の実施主体として地域に直結した支援を具体
化し実行している。
国は地方自治体との対話を通じ密接に連携し、現場の声や地方の独創的・先駆的な取組を

共有しつつ、こどもまんなか社会の実現に向けた政策を磨き上げていく。
そこで、国と地方自治体が密接に連携しながら推し進めている施策の例として、「こども

政策に関する国と地方の協議の場」、「自治体こども計画の策定支援」、「『こどもまんなかア
クション』リレーシンポジウム」、「こども誰でも通園制度」、「こどもの心の問題や悩みに対
する支援」に関する取組を紹介する。

〇こども政策に関する国と地方の協議の場
こども家庭庁では、国と地方が連携を強化することを目的として、政府と地方三団体（全

国知事会・全国市長会・全国町村会）の長等とが率直な意見交換を行うため、「こども政策
に関する国と地方の協議の場」を各年度２回開催することとしており、2025 年度は４月及
び 12月に対面とオンラインのハイブリッド方式で開催した。また、「全国こども政策関係部
局長会議」及び「全国こども政策主管課長会議」をオンラインで開催し、国の施策等の周知
を行った。

図表 1-2-6 こども政策に関する国と地方の協議の場

国と地方自治体との様々な連携ダイジェスト③
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〇自治体こども計画の策定支援
こども基本法第 10条では、都道府県こども計画、市町村こども計画を定めるよう努める

こととされており、こども家庭庁ではこれらの計画の策定のための補助を行うとともに、「自
治体こども計画の策定のためのガイドライン」（令和６年５月こども家庭庁）を示し、自治
体こども計画策定のための好事例を紹介し、都道府県と市町村の連携を促しながら、これら
の計画の策定を推進した。
2025 年度には未策定自治体における策定に資するため都道府県との連携を含めた方策に

ついて検討することとし、当該ガイドラインを改訂するための検討委員会を設置し、地方自
治体にも委員として参画いただき、改訂に向けたかっ達な議論を行った。加えて、計画策定
のあい路となる諸課題について、都道府県との間で情報共有・意見交換する機会を設け、寄
せられた意見等を当該ガイドライン改訂に向けた検討に活用した。

〇「こどもまんなかアクション」リレーシンポジウム
こども未来戦略における加速化プランが掲げる施策「こども・子育てにやさしい社会づく

りのための意識改革」は、地域社会、企業など様々な場で、年齢や性別を問わず、こどもや
子育て世代の方々が気兼ねなく様々な制度や支援を利用できるよう、全ての人が応援すると
いう社会全体の意識改革を進めることを目的としている。
この施策の一つが「こどもまんなかアクション」であり、こどもや子育て世代にやさしい

社会づくりを推進する取組が全国に広がるよう、「こどもまんなか応援サポーター」である
自治体が主体となり、「こどもまんなかアクション」リレーシンポジウムを開催している。
2023年 10月 30日に和歌山県で行ったシンポジウムを皮切りに、2023年度は 11か所、

2024年度は 18か所、2025年度は 19か所で開催し、これまで延べ 48か所でこどもや子
育て世代にやさしい社会づくりのための気運醸成の活動を行ってきた。シンポジウムでは、
こども家庭庁や有識者の基調講演、地域での活動事例の発表、こども・若者が登壇するパネ
ルディスカッションなどを行っている。

図表 1-2-7 こども家庭庁公式 note でのレポート掲載例
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〇こども誰でも通園制度
こども未来戦略に基づき「こども誰でも通園制度」が創設された。これは全てのこどもの

育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して多
様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、現行の幼児教育・
保育給付とは別に、０歳６か月から満３歳未満の保育所等に通っていないこどもが月一定時
間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給
付である。
こども・子育て支援においては、一つの制度だけでなく、様々な制度を活用しながら進め

ていくことが重要であり、現行の幼児教育・保育給付とは別に、2024 年度の試行を踏まえ
つつ、2025 年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業として制度
化し、2026年度から同法に基づく新たな給付として全国の自治体において実施されている。
こども家庭庁では、「こども誰でも通園制度」の 2026 年４月以降の全国実施に向け、

2025 年度は対面やオンラインによる行政説明や複数の自治体の事例報告を踏まえた５回の
意見交換会を開催し、全自治体に向けて情報配信等を行うとともに、自治体ネットワークの
構築に向け、先行実施している市町村の事例発表を通じた情報交換の場を提供した。

図表 1-2-8 関係機関からの情報をもとに優先的な受入れや、状況に応じたきめ細やかな保
護者への対応を行った松戸市の事例
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〇�こどもの心の問題や悩みに対する支援
こども家庭庁では、様々なこどもの心の問題、被虐待児の心のケアや発達障害に対応する

ため、都道府県及び指定都市における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉関係機関
等と連携した支援体制の構築を図る、「こどもの心の診療ネットワーク事業」を実施している。
現在、この事業には 22自治体が参加しており、全てのこどもが心身共に健やかに育つ社会
の実現に向けて取り組んでいる。
こどもの心の問題に対応できる専門医のいる拠点病院を中核にして、地域のクリニック、

学校、保健センター、児童相談所などのネットワークを地域で構築して、こどもをまんなか
にして保健・医療・福祉の支援を届ける仕組みである。
さらに、虐待、いじめ、性被害、貧困、心の悩み、自殺（2024 年の厚生労働省「人口動

態統計（確定数）」において、日本では、10歳代の死因として自殺が最多となっており深刻
な状況）、ヤングケアラー、人権侵害、青少年問題、妊娠出産・発達の悩み、その他こども
が抱える多様で複合化する困難について、こども自らが悩みを相談でき、SOSを発信できる
相談窓口や子育て当事者の方々が悩みを相談できる窓口情報の提供を、地方自治体を含め、
国全体で取り組んでいる。
2024年はこども家庭庁若手職員の発案で「こどもの悩みを受け止める場に関するプロジェ

クトチーム」を立ち上げ、地域や経済界を挙げてこどもの悩みに耳を傾ける取組を開始し、
当時の三原じゅん子こども政策担当大臣が様々な企業等（ドラッグストア、コンビニ、美容
院など）に協力を呼び掛けた。




